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           平成２１年度第１回栃木地方労働審議会 

 

１ 開催年月日  平成２１年１０月１４日（水）  ９：３０～１１：３４ 

２ 開催場所   総合コミュニティセンター 

３ 出 席 者  【 委 員 】 

          公益代表   中 尾   久（会長） 

                山 口 晢 子（会長代理） 

                黒 内 和 男（欠席） 

                白 井 裕 己 

                堀   眞由美（欠席） 

                 今 井   直（欠席） 

 

                  

          労働者代表  青 木 義 明 

                 板 橋 賢 二 

                 大 森 信 男 

加 部 和 夫 

                 相 田 美由紀（欠席） 

                 石 川 浩 子 

                  

 

          使用者代表  青 木   勲 

                 佐 藤 一 彦（欠席） 

                 鍋 島 勝 子 

                 田 中 朝 子 

                 加 藤 利 勝 

                 横 倉 正 一 

 

４ 次  第   １．開会 

         ２．栃木労働局長挨拶 

（委員等の紹介） 

         ３．議題 

（１）会長の選出について 

（２）労働行政の推進状況について 

   職業安定部長説明 

労働基準部長説明 

雇用均等室長説明 

総務部長説明 

           （３）質疑 

         ４．閉会 
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司会（古田土企画室長） 定刻になりましたので、ただいまから「平成２１年度第１回栃

木地方労働審議会」を開催いたします。 

私は司会を担当いたします企画室長の古田土です。会長に議事を進めていた

だくまでの間、進行役を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

           本審議会は栃木地方労働審議会運営規程第５条に基づき、公開で開催いたし

ます。 

      まず最初に、本日の審議会は、公益代表３名、労働者代表５名、使用者代      

表５名の委員の方々がご出席されておりますので、地方労働審議会令第８条に

よりまして、本日の審議会が成立しますことを報告いたします。 

さて、皆様方につきましては、１０月１日付で栃木地方労働審議会の第５次

委員にご就任いただきまして厚く御礼申し上げます。本来であれば栃木労働局

長から直接辞令を交付させていただくところですが、時間の関係もございます

ので、皆様のお手元にお配りしております。ご了承願います。 

それでは、初めに安藤労働局長からご挨拶を申し上げます。 

 

安藤栃木労働局長 皆さんおはようございます。栃木労働局長の安藤でございます。 

本日は、大変ご多忙中のところご出席いただきまして、誠にありがとうござ

います。本日の審議会は、今年度の労働行政の推進状況につきましてご説明い

たしまして、皆様方にご議論いただき、それを１０月以降の行政運営に生かし

ていきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

県内の景気動向ですが、ご案内のとおり、昨年秋の不況以来、企業、家計、

消費に多大な影響を及ぼしております。雇用情勢につきましても大変厳しい状

況で、今年８月の有効求人倍率は 0.35 倍です。全国平均が 0.42 倍ですのでそ

れを下回ります。８カ月連続で下回っており、また、過去最低の水準を更新中

でございます。正社員の求人倍率も 0.22 倍と大変厳しい状況が続いておりま

す。また、派遣労働者や有期契約労働者等の非正規労働者についても、解雇や

雇い止めによる雇用調整が昨年１０月から大幅に増加しておりまして、正社員

に対する雇用調整も見られる状況でございます。局に寄せられる相談も８月末

現在で前年に比べて 26％も増加し、県内の労働者を取り巻く環境はさらに厳し

さを増しております。 

また、新規学卒者に対する求人がこれから本格化しますが、大幅に減少して

おりまして、高卒については前年に比べて半減するという大変厳しい状況にな

っております。 

こうした状況も踏まえながら、昨年度末、本審議会において議論していただ

きました行政運営方針に基づき、今年度の行政運営に当たっているところでご

ざいます。運営方針については、お手元の共通資料の緑色の冊子「栃木の労働

行政 平成２１年度行政運営方針のあらまし」にまとめております。 

今年度の最重要課題は３ページ下にありますように、「大幅な雇用調整に対

応したセーフティネット機能の発揮」「働く意欲を有するすべての人たちの就
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業の実現」「安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環

境整備」を最重要課題として各種施策を実施しております。この後、各部から、

これに基づきまして各種施策の推進状況をご説明いたします。当局といたしま

しては、労働行政を取り巻く情勢・課題を的確にとらえ、地域の方々のニーズ

に応えていくため、労使を初めとする県民各層の意見をきめ細かく把握いたし

まして、行政に反映するよう努めてまいりたいと考えております。委員の皆様

方には、どうか率直なご意見をいただくとともに、労働行政へのご理解、ご協

力をお願いいたしまして、私の挨拶といたします。どうぞよろしくお願いいた

します。 

 

司会    ここで、今回、審議会委員にご就任いただきました皆様方をご紹介したいと

思います。恐れ入りますが、お名前をお呼びいたしますので、その場でお立ち

いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

最初に、公益代表委員のご紹介をいたします。 

 

（公益代表委員紹介） 

 

司会    次に、労働者代表委員をご紹介いたします。 

 

（労働者代表委員紹介） 

 

司会    続きまして使用者代表委員をご紹介いたします。 

 

（使用者代表委員紹介） 

 

司会    なお、公益代表の黒内和男委員、堀眞由美委員、今井直委員、労働者代表の

相田美由紀委員、使用者代表の佐藤一彦委員は所用のため欠席との連絡をいた

だいております。皆様の任期は平成２３年９月３０日までの２年間となってお

ります。 

           次に、労働局職員の紹介ですが、時間の都合もありますので、名簿及び座席

配置表の配付にて紹介にかえさせていただきます。どうぞよろしくお願いいた

します。 

       次に、議事に入ります。議題（１）「会長の選出」です。会長の選出につき

ましては、地方労働審議会令第５条において「公益を代表する委員のうちから

委員が選挙する」となっておりますが、いかがいたしましょうか。 

 

白井委員  中尾先生にお願いしたいと思います。 

 

司会    ただいま、白井委員から中尾委員との発言がございましたが、会長を中尾委

員とすることでよろしいでしょうか。よろしければ拍手をお願いいたします。 
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（「異議なし」の声あり）（拍手） 

 

司会  ありがとうございました。全員の拍手がありましたので、審議会会長は中尾

委員に決定いたしました。中尾会長よろしくお願いいたします。 

           続きまして、会長代理の選出でございますが、地方労働審議会令第５条第３

項において「会長に事故があるときは、公益を代表する委員のうちから、会長

があらかじめ指名する委員がその職務を代理する」ということになっておりま

す。それでは中尾会長から会長代理のご指名をお願いしたいと思います。 

 

中尾会長   私から会長代理を指名するようにとのことですが、事故があったときという

条件ですので、ぜひ山口委員にお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

 

司会  会長代理を山口委員にお願いすることになりました。山口会長代理、よろし

くお願いいたします。 

  それでは、審議会会長及び会長代理からご挨拶をお願いいたします。初めに

中尾会長にお願いいたします。 

 

中尾会長  ご指名ですので一言ご挨拶いたします。現下の雇用情勢は、先ほど局長から

詳しいお話がありましたので、私からは何も触れることはないと思いますが、

もしあえて挨拶がわりに触れさせていただくとすれば、今ほど労働行政が世間

から注目されている時代はなかったのではないかと思います。どういうことか

というと、労働行政がこれだけ注目されている中では、特に雇用の創出という

ことについては、ややもすれば、これまでは余り表立った労働政策になってい

なかったように私は理解しておりますが、現下の状況ですと、労働行政の中で

も、雇用創出ということが日々ますます重要性を帯びているのではないかと思

います。巷間、我々教育の現場でも、雇用創出につながる教育プログラムがつ

くれないかなどということも聞き及んでおります。 

       今日は、それも含めて労働審議会で幅広いご議論をいただけるかと思います

が、余り幅広いご議論をいただいて時間が足りなくなったときには、終了時間

は１１時３０分となっていますので、終わりの時間も気にしながら積極的にご

議論いただきたいと思います。 

       挨拶になったかどうかわかりませんが、挨拶にかえさせていただきます。よ

ろしくお願いいたします。（拍手) 

 

司会   続きまして、山口会長代理、ご挨拶をお願いいたします。 

 

山口会長代理 山口でございます。先ほど、会長がお留守のときということでした。そう

いうことはあり得ないと考えておりますが、この役割をお引き受けさせていた

だきます。 

       私も短期大学におりますので、目の前の学生の就職に関して、本当に厳しい
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毎日を過ごしております。この審議会に出てくることが即、状況を動かす力に

はもちろんならないわけですが、広くいろいろな情報をしっかりと私自身が理

解し、自分のところにも情報提供できればうれしいと考えております。どうぞ

よろしくお願いいたします。（拍手） 

 

司会    ありがとうございました。これからの議事につきましては、運営規程第４条

によりまして、会長に進行をお願いしたいと思います。中尾会長どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

中尾会長  それでは早速議事に入りたいと思います。 

最初に、議事録署名人の指名を行います。本日の審議会の議事につきまして

は、審議会運営規程第６条第１項により、この審議会では議事録を作成し、会

長のほか会長の指名する２名の委員が署名することとなっております。議事録

署名人といたしまして、労働側代表から石川委員、使用者側代表から加藤委員

にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

今日の主たる議題は「労働行政の推進状況について」ということで、それぞ

れの部署から細かな進捗状況のご説明を伺った後、一括して委員の皆さんとご

議論させていただきたいと思います。 

議題（２）「労働行政の推進状況について」、事務局からご説明をお願いしま

す。 

 

澤田職業安定部長 職業安定部長の澤田でございます。委員の皆様には日ごろより職業安

定行政の業務運営にご理解とご協力を賜り、この場をおかりして感謝申し上げ

ます。 

       説明は、「栃木の労働行政 平成２１年度行政運営方針のあらまし」に基づ

いて、必要に応じて関係する資料をご覧いただく形でご説明したいと思います。 

「栃木の労働行政」の４ページをお開き願います。１つ目の課題である「大

幅な雇用調整に対応したセーフティネット機能の発揮」、サブタイトルは「雇

用・労働のセーフティネット機能を迅速かつ確実に発揮します」としておりま

す。 

内容の１つ目は、離職を余儀なくされた方々に対する早期再就職支援です。

資料№１－６をご覧願います。「(1)住宅・生活対策」については、昨年末から

の緊急雇用対策により、住宅を喪失した離職者に対する雇用促進住宅の斡旋、

就職安定資金融資事業の実施、離職者住居支援給付金の支給、生活・就労相談

支援事業を実施するとともに、「(3)再就職支援対策」のとおり、昨年末からの

緊急雇用対策により、再就職支援コーナーを宇都宮所及び真岡所に設置し特別

相談を実施します。また、今年度の経済危機対策により「キャリアアップハロ

ーワークおやま」を小山所に８月１９日より開設し、担当者制による個人ごと

の状態や課題を把握したきめ細かな就職支援を実施しております。この施設に

おいては、平日１０時から１９時まで、土曜日は１０時から１７時まで業務を
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行っております。 

資料№１－５をご覧願います。こちらは本年度の補正予算による緊急人材育

成就職支援基金の概要です。事業の趣旨は、非正規離職者、長期失業者など雇

用保険の受給資格のない者等に対するセーフティネットとして、今後３年間基

金を造成いたしまして、ハローワークが中心となり職業訓練、再就職、生活へ

の支援を総合的に実施するものであります。３本の事業から成っておりまして、

１つ目は、緊急人材育成事業として職業訓練３５万人を拡充し、そのうち訓練

期間中の生活保障３０万人を目標としているものであります。２つ目は、中小

企業等雇用創出支援事業といたしまして、実習型雇用・雇い入れ７万人の助成、

職場体験を通じた雇い入れ２万人の助成を行うことにより雇用創出を図るこ

とを目的とし取り組んでいるところであります。３つ目は、長期失業者等の再

就職支援事業として民間職業紹介事業者に委託して実施するもので、４万人を

目標としております。 

２つ目は、雇用の維持・確保を図る事業主に対する雇用調整助成金等の活用

の推進についてです。雇用維持対策につきましては、雇用調整助成金、中小企

業緊急雇用安定助成金の活用のため、対象範囲・支給要件の緩和・助成率の引

き上げ等の制度を拡充し、また、助成金支給申請アドバイザーによる制度の積

極的な周知・相談援助に努めているところであります。取り扱い状況は資料№

１－８のとおり月９００件を超えていますが、助成金支給申請相談員の配置な

どにより迅速かつ適正な支給に努めているところであります。 

派遣労働者の直接雇用の機会増大を促進する派遣労働者雇用安定化特別奨

励金につきましては、積極的に利用促進を図っているところであり、今後、支

給申請の時期が到来するものであります。 

３つ目は、県と連携した雇用機会の創出についてです。地域のニーズに対応

した事業に交付金を支給する「ふるさと雇用再生特別交付金」、離職を余儀な

くされた労働者に対して雇用機会を創出する「緊急雇用創出事業」の２つの基

金事業について、各ハローワークにおいても求人申し込みの段階から支援する

とともに、早期の充足を図っているところであります。 

「行政運営方針」５ページ、２つ目の課題である「働く意欲を有するすべて

の人たちの就業の実現」です。ここでは４つの項目を掲げております。 

まず１つ目は、若者の職業意識啓発と就職支援の推進です。若者の自立・挑

戦のためのアクションプランの着実な実施、若者の職業的自立の促進と、正社

員求人の確保の２つです。前者はフリーター等正規雇用化プランを推進し、ま

た、各ハローワークに配置しておりますフリーター等常用就職サポーターを活

用した求職者のニーズに応じた就職支援、４０歳未満の若者を対象とした若年

者トライアル雇用を実施し、ジョブカードの活用を進め、求職者と求人企業と

のマッチングを促進して常用雇用への移行を図っております。また、年長フリ

ーター等を積極的に正規雇用する事業主に対して若年者等正規雇用化特別奨

励金を支給する等、年長フリーター等の就職促進を図っているところでありま

す。 
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新規学卒者については、資料№１－４が８月末現在の新規学卒者の求人・求

職・就職状況です。大学の求人数は１，５５２人で前年同期比５７．３％減少。

高等学校については２，６６２人で前年同期比５４．６％減少と、大学ととも

に厳しい求人となっております。また、高等学校の求人倍率は０．６６倍と４

年ぶりに１倍台を下回り、非常に厳しい状況となっております。そのため求人

確保に努めるとともに、県内３ブロック（１０月２７日県央地域、１１月１３

日県北地域、１１月２０日県南地域）で高校生を対象とした面接会を実施する

こととしております。また、栃木県と大学生を含む若年者対象の説明会を１１

月１０日、県央地域での開催を予定しております。 

続いて正社員求人の確保についてです。従来までは、フリーター等の若者の

就業対策として正社員求人を確保することを重点としてきましたが、昨年後半

からの雇用情勢の急激な悪化に伴い、大量に離職した方々の求職活動期間が長

期化することが懸念されることから、求人の量的確保を重点とし、県内のハロ

ーワークに２５人の求人開拓推進員を配置して求人開拓業務の強化を図り、栃

木県労政事務所に配置されている雇用対策推進員と連携して、一般求人及び学

卒求人の確保に努めて事業所訪問を実施しているところであります。また、先

月９月３０日には、栃木県産業労働観光部長と一緒に経済５団体の長を訪問し

て栃木県知事と栃木労働局長連名の要望書を手渡し、求人要請を実施したとこ

ろであります。 

資料№１－７は、現下の雇用情勢における栃木労働局の求人確保対策を取り

まとめたものです。 

続いて２つ目、すべての女性の就職支援です。これについてはハローワーク

宇都宮駅前プラザ内にマザーズサロン、足利所に本年２月からマザーズコーナ

ーを、また大田原所に５月から同様にマザーズコーナーを開設して、担当者制

によるきめ細かな相談を実施しているところであります。保育施設のある求人

については、その保育内容や設備などがわかりやすい資料の作成に努め、さら

に宇都宮所に本年６月から福祉人材コーナーを開設したことにより、連携協力

して就職支援に取り組んでいるところであります。 

次に３つ目、障害者の雇用の確保と就職支援の推進についてです。障害者

個々の種類及び程度に応じた職業相談を行い、県内に６カ所ある障害者就業・

生活支援センターや栃木障害者職業センターなど関係機関とハローワークが

連携し、障害者の雇用拡大を図っているところであります。また、ハローワー

クの所長や労働局の幹部が雇用率未達成企業を直接訪問して指導に努めてお

り、前年度に大きく落ち込んだ雇用率の向上を図っているところであります。

障害者の雇用拡大、雇用率向上のため、障害者を対象とする面接会を先週１０

月９日に県央地域で実施したところです。また２３日には県南地域、３０日に

は県北地域で実施を予定しております。 

最後に４つ目、高年齢者の雇用の確保の推進です。まず、高年齢者雇用安定

法に基づき、年金支給開始年齢までの高年齢者の雇用確保措置の導入の指導に

努め、雇用状況の把握対象企業を今年度より５１人以上から３１人以上と指導
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対象を拡大したところであります。また、年齢にかかわりなく働ける社会の実

現に向けて、トライアル雇用の実施、求人年齢制限禁止の指導等に努めるとと

もに、７０歳以上の継続雇用制度の導入を働きかけているところであります。

以上、職業安定部関係の説明です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

生長労働基準部長 労働基準部長の生長です。皆様には、日ごろより労働基準行政に対し

ましてご理解、ご協力を賜り、この場をお借りしまして厚くお礼申し上げます。 

       さて、今年度の重点課題は、「栃木の労働行政」の３ページ下にあるとおり、

全体的なイメージとして「安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くこ

とのできる環境整備」をうたっております。詳細については７ページからとな

っておりますが、大きく３つの課題を設定しております。１つ目は、過重労働

による健康障害の防止。２つ目は、労働条件の確保・改善対策、３つ目は、働

く方々の生命と健康を守る対策です。この３つについて、資料を交えながら、

年度途中の経過等をご説明いたします。 

      年度途中の状況は、年度当初とそれほど変わっていませんが、内容的には濃

厚になってきていると思っております。 

       資料№２－１に個別の申告の関係があります。受理件数は平成２０年と比べ

て平成２１年８月までで５５６件、1 年分として単純計算で１．５倍すると  

８３４件で、かなりの増加を示す予測になっています。内訳を見ますと、賃金

不払関係が最も多く、平成２０年は４０９件でしたが、平成２１年は８月末で

４４１件となっております。賃金不払の中には、何年か前から話題になってお

ります賃金不払残業が入っています。平成２０年は５６件とかなり少ない件数

でしたが、平成２１年８月までで９９件と増加を示しております。今後の予測

としてこのような件数増加が見込まれますので、それを阻止するために、現在、

各監督署に各事業場に個別に相談・文書等のあらゆる手段を講じて阻止してい

ただくよう指導しているところです。 

       続いて資料№２－１、２の監督実施状況と３の司法処理件数です。２の監督

実施件数は、平成２０年が２，７８１件の監督をして違反率が６９．４％です。

３の司法処理件数は、平成２０年度が１６件で平成１９年と比べて１件増加し

ています。違反の是正は、見つけることも大事ですが、二度と起こらないよう

に発生原因を事業主の方々と一緒にお話しして改善していただき、その徹底を

図るように努めております。 

また、昨年来、派遣関係の問題がかなり出ております。災害でいきますと平

成１７年が３１件で、平成１９年は急増して約３倍の１０３件になっておりま

す。平成２０年は５９件でかなりの減少になりました。いろいろ策は講じまし

たが、一番の原因は昨年１０月からの経済不況による雇用調整の結果かなと考

えております。派遣労働者の中途解約、有期契約労働者の雇い止めが１１月ご

ろからかなり認められておりますので、これに該当する事業場に関しては全国

一斉に局長要請等を行ってかなり解決を図っている状況ですが、引き続き今年

度も力を入れていきたいと考えております。 
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長時間労働や過重労働関係は、共通資料の８ページに昨年までの状況を入れ

てあります。平成２０年の総実労働時間が栃木県は１，９１３時間、全国は  

１，８３６時間。所定内労働時間が栃木県は１，７４１時間、全国は     

１，６８１時間ですので、相変わらず栃木県は全国平均より長い傾向になって

おります。時間外労働は、先ほどの２つを差し引きますと栃木が１７２時間、

全国が１５５時間になります。平成１９年は栃木が１８９時間、全国が１６０

時間ですので、時間外労働においても全国平均より栃木県のほうが長い。ただ、

平成１９年より平成２０年のほうが少なくなりました。平成２０年の都道府県

別順位はまだ公表されておりませんので、今は申し上げられません。 

資料№２－２、労働者１人平均の労働時間です。平成２１年１月から７月ま

での分を毎月、労働統計調査から引っ張り出したものです。１月と７月を比べ

ますと、若干総実労働時間が多くなっております。とはいいながら、下の平均

は単純計算して１年分の予測として出していますが、総実労働時間１，０８０

時間、時間外労働時間が１１７時間程度になる見込みで、平成２０年よりは減

少する見込みです。 

       資料№２－６は、脳心臓疾患及び虚血性心臓疾患、精神障害等の労災補償状

況だけを抜き取っております。請求件数、認定結果等については、若干年によ

って波はあるもののほとんど横ばいです。 

このような状況の中、長時間労働・過重労働対策は、過重労働による健康障

害防止のための総合対策が出されておりまして、これにならって事業主が講ず

べき措置の周知や監督署における窓口の指導、たくさんの方を集めた集団指導

や個別の監督指導を生かしてこの抑止に努めていきたいと考えております。 

特に今、集中的にやるべきことは、窓口において、時間外の協定書届け時の

指導を常日頃、心の中に持ちながら指導していくということです。また、ご承

知のように労働基準法が来年４月に改正になりますので、その周知を図るとい

うことで、今後は説明会を各地で開き、割増賃金の割増率が上がることを周知

広報しながら、長時間労働の抑制につなげていきたいと考えております。 

また、長時間の労働の中で業種別に見ますと運輸関係がかなり多い。特にタ

クシー業界の中では、特定地域としてタクシー台数が過剰になっている地区を

選びますと、栃木県の中では３つ指定されました。その中で協議会を設置して、

運転手の方の労働条件や労働時間等々のことを皆さんとともに話し合って台

数過剰を抑制して労働条件をよくしていこうという動きがこれから始まりま

すので、業種別にも力を注いでいきたいと考えております。 

賃金不払残業の関係は、恒例になりつつありますが、来月が「労働時間適正

化キャンペーン月間」です。今回は啓発活動として事業主団体、労働組合に対

して、企業内の労使当事者が協力して長時間労働の抑制等の労働時間の適正化

に向けた取り組みが行われるように、それぞれに私どもから働きかけをしよう

ということです。近日、その協力に幾つかの団体にお邪魔しようと考えている

ところです。１１月２１日（土曜日）に労働時間相談ダイヤルを当局に設置し

まして、長時間労働だけではなく、賃金不払残業の相談も受け付けることにし
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ております。 

資料№２－３に戻りまして最低賃金の関係です。平成１２年から平成２１年

までの最低賃金の推移の表です。一番上の地域別最低賃金と、産業別の下の６

つを載せています。地域別最低賃金は８月５日に答申をいただき、目安より２

円高い６８５円で１０月１日から発効となっております。現在、県内団体に周

知方、協力依頼をしているところです。下の６つの産業別最低賃金については、

最低賃金審議会専門部会で１２月３１日発効を目指して現在審議している状

況です。 

資料№２－４からは安全衛生関係、健康と安心の対策関係です。資料№２－

４は８月までの今年の災害発生状況です。休業４日以上が昨年は１，１５３件

でしたが、現在は９７９件で１７４件減少しています。死亡災害は１３件で、

昨年同期より５件少ない。平成１９年が統計をとり始めてから過去最小の１４

件で、それより１件少ない。この状況を継続していきたいと思っていましたと

ころ、９月末で１件プラスになり今、１４件という状況です。残る期間、最大

限努力していきたいと考えております。 

災害件数を業種別に見ますと、ほとんどの業種で減少しております。災害防

止に一番いいと言われているリスクアセスメントをいろいろな業種に普及さ

せようということで、今年２月に栃木県内で普及促進のための協議会を発足さ

せ、６月に第１回目の通常総会を開催しております。このときに県内の何社か

に好事例を発表していただきました。その内容を今ＣＤ－Ｒに焼き付けて各団

体にお配りしております。これを活用して普及促進に力を注いでいただこうと

いう試みを始めているところであります。 

№２－５は定期健康診断の有所見者率の状況です。年々増加しております。

この理由はいろいろあります。たくさん申し上げても困るので省略させていた

だきますが、第１１次労働災害防止計画の中で、有所見者率を減少に転じよう

という試みがありますが、さて何をするかはなかなか難しいところです。最近

気がついたのは、健康診断の項目ごとに有所見者率を拾いますと、中性脂肪が

一番高い。他の検査項目は１５％程度の有所見者率ですが、中性脂肪は有所見

者率が３３％と倍ぐらいになっています。中性脂肪を下げることに着目して、

あらゆる機会を通して関係に周知広報し、啓発活動に努めていこうと考えてお

ります。 

メンタルヘルスの関係は別添のパンフレット等で資料としてお出ししてい

ます。ご承知のように自殺者が年々増加しておりまして、県内では平成１９年

が５７５件、平成２０年が５９５件と２年連続して５００人を超えている状況

であります。今年の場合は、新聞報道によると１月～６月まで３１９人で、前

年同期より３７人増加しております。自殺された方々の職業別では、自営業の

方、無職の方、主婦の方、労働者の方となっております。差し引きますと労働

者の方は８０人ぐらいになる勘定になります。今年度は、労働者だけではなく

事業主の方もいらっしゃるかもしれないので、メンタル面の不調な方々に早期

に相談・治療に行っていただくために、「はたらく人の心の健康相談ネットワ
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ーク」というリーフレットを増刷し、各ハローワークに置かせていただいてお

ります。局署幹部が事業場の経営トップの方に直接お会いして自殺等の予防対

策を進めていただくように要請を図っているところであります。また、今年度

から新たに、栃木県産業保健推進センター内に設置されたメンタルヘルス対策

支援センターを活用していただくように、各事業場の方々にお願いしている状

況であります。 

３つ目は、仕事と生活の調和対策の関係です。昨年、栃木局の中に、仕事と

生活の調和推進会議を設置いたしました。資料を２つ入れてありますが、昨年

は提言をまとめたリーフレットを作成し（出来上がったのは今年）、今年はそ

れを配布しております。７月１日に今年の１回目を開催し、このような経済情

勢の中で緊急アピールを出そうということで７月１３日に緊急アピールを出

しております。こういったものを利用して、仕事と生活など同じ価値観を持っ

てバランスよく生活していただくことを周知啓発していくこととしておりま

す。以上、簡単ですが中間の経過報告とさせていただきます。どうぞよろしく

お願いします。 

 

絹谷雇用均等室長 雇用均等室の絹谷と申します。よろしくお願いいたします。皆様には、

日ごろから雇用均等行政の推進につきましてご協力いただき、ありがとうござ

います。私からは、共通資料「栃木の労働行政」と、資料№３を使って説明さ

せていただきます。 

       平成２１年度の雇用均等行政の取り組み施策について、共通資料１２ページ、

男女の均等な雇用機会と待遇の確保を図るということで、まず相談の状況のグ

ラフを見ていただきたいと思います。均等法に関する相談で一番多いのは、相

変わらずセクシュアルハラスメントです。これと妊娠・出産等による不利益取

り扱いが大変多くなっております。このような不利益を受けることなく、男女

が均等な取り扱いを受けて活躍できる職場環境を整備することを目的に、行政

指導の実施や均等取り扱いに関する紛争解決援助等を行っていくと掲げてお

ります。 

      それでは平成２１年度はどのような運営状況か、資料№３をご覧いただきた

いと思います。１(１)①は均等法第２９条に基づく報告徴収です。これは企業

の均等法に関する雇用管理の状況をヒアリングしたもので、いわゆる行政指導

のもとになるものです。この均等法に基づく行政指導に関しては、８月末まで

に５０社に対して報告徴収を行い、１３９件の助言を行っております。 

       ②の相談受理状況です。先ほど見ていただいたのは平成１９年度までのグラ

フでしたが、今回は平成２０年度、平成２１年度の相談状況をお示ししたグラ

フです。やはりセクシュアルハラスメントに関する相談が最も多いのは変わり

ませんが、妊娠・出産等による不利益取り扱いや、妊娠・出産にかかる母性健

康管理に関するものが引き続き多くなっております。 

       このような相談状況があり、③は紛争解決の援助です。８月までに労働局長

による紛争解決の援助が４件ありました。内容は、セクシュアルハラスメント
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に関するものが２件、妊娠・出産に関する紛争が２件です。セクシュアルハラ

スメントに関するもの１件がまだ継続しておりますが、そのほかは解決してお

ります。ちなみに、昨年は４件、労働局長による紛争解決の援助の申し出があ

りましたが、すべて妊娠を理由とする不利益取り扱いに関するものでした。 

      このようなことから、年度後半も引き続き行政指導、是正指導を徹底すると

ともに、女性労働者が働きやすい環境整備を進めるために、相談への対応や紛

争が円満に解決できるように努めていきたいと思っております。 

      また、（２）女性の能力発揮のためのポジティブ・アクションの推進、これも

行政運営方針で掲げているものですが、今年度、機会均等推進責任者つまり企

業において均等の取り扱いを積極的に推進していただく方を選任いただいて

おりますが、その方にアンケートを実施して現在取りまとめ中です。この結果

を踏まえて、ポジティブ・アクションを推進するための方策を検討・実施して

いきたいと考えております。 

       雇用均等行政の２つ目の重点として、共通資料１４ページの「仕事と生活の

調和の実現」の仕事と家庭の両立支援で、育児・介護休業制度の定着を図りま

すというところから始まります。昨年、新聞でも育休切りという記事が目立ち

ましたが、育児休業を理由とする不利益取り扱いに関する相談が多く見られま

したし、グラフの育児休業の取得率にありますように、取得状況は企業の規模

で差が見られるということがあります。平成２１年度の重点施策として、育

児・介護休業法の周知徹底と、各制度に関する規定の整備指導、あわせて１５

ページの次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定に関

する指導等を行っていくこととしております。 

       これについての今年度の実施状況は、資料№３に戻って、規定の整備に関す

る助言・指導に関しては①育児・介護休業法第５６条に基づく報告徴収のとお

りです。 

       ②の相談受理状況です。育児休業を理由とする不利益取り扱いに関して労働

者からあった相談件数は、平成２０年度は３１件でした。平成１９年度は１２

件でしたので、大分増えております。今年度も１０件となっております。 

       こうしたことから、年度後半にはどんなことをするかというと、引き続き規

定整備に努めるとともに、資料ナンバーのないパンフレットで改正育児・介護

休業法の資料をお配りしておりますが、来年度から、また一部は今年度からの

施行ですが、改正法の周知もあわせてやっていきたいと考えております。育

児・介護休業法の改正の内容は、制度的な改正もありますが、今回新たに育児・

介護休業に関しても紛争解決援助の仕組み、局長の援助と調停について付け加

わりましたので、そういったこともしっかり周知しながら取り組んでいきたい

と考えております。また、詳しい省令・指針が出たら説明会を開催していく予

定です。 

      次に、資料№３（２）の次世代対策です。一般事業主行動計画の策定状況に

ついては、①②のとおりです。これについても平成２３年度からの改正法の施

行に向けて、１０１人以上企業に対して、できるだけ早く計画策定して届け出
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ていただくよう、次世代育成支援対策推進センターと連携して働きかけていき

たいと思っております。 

       次に、共通資料１１ページ、均等行政３点目の重点は、パートタイム労働法

の定着です。正社員とパートタイム労働者の格差を是正することを主な目的と

して改正されたパートタイム労働法が施行されて１年以上経過しましたが、ま

だその趣旨や内容が十分周知されていない状況が見られますので、一層の周知

と指導を積極的に行っていくこととしております。 

平成２１年度の施行状況については、資料№３の３（１）①パートタイム労

働法に基づく報告徴収の実施状況をご覧いただくとわかりますが、６条の労働

条件の文書明示や、１２条の正社員への転換措置について対応ができていない

ところがまだまだあります。また、賃金に関しては、正社員との均衡待遇が努

力義務として求められておりますが、これについてもまだ十分浸透していない

状況です。 

そこで、今年２月から均衡待遇・正社員化推進プランナーという非常勤職員

が配置され、各企業に対して、具体的にどのような取り組みをしていったらい

いのかアドバイスを行っております。 

（２）均衡待遇等に取り組む事業主の支援等は、今申し上げた助言やアドバ

イスの際には、県内の身近な取り組み事例を紹介することで、自分のところも

このくらいやればいいということで取り組みを促進することになると思いま

す。事業場訪問の際には事例収集に努めているところでございます。年度後半

は、引き続きこのような行政指導とアドバイスを的確に実施すること、集めた

事例は事例集を作成して各企業に周知し、パートタイム労働者の雇用管理の改

善に努めていただきたいと考えております。以上です。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

常盤総務部長 総務部長の常盤と申します。皆様方には大変お世話になっております。御

礼を申し上げます。どうぞよろしくお願いいたします。 

総務部からは、「行政運営方針」に掲げております２つの重点施策の取り組

み状況についてご説明します。１つは、リーフレット１０ページ６の労働保険

制度の適正な運営です。もう一つは、１３ページ１０の個別労働紛争解決制度

の積極的な運用です。 

まず、個別労働紛争解決制度について、進捗状況をご説明します。資料№４

－１をご覧ください。行政運営方針に掲げてある文書を引っ張り出してきまし

たが、実施項目（１）から（４）まであり、真ん中の欄が上半期の取り組み状

況、右の欄に下半期にはどんな課題があるか、どう取り組んでいくかを整理し

ております。ポイントだけ申し上げます。苦しい経済情勢を受け、労働相談件

数、とりわけ個別労働紛争の相談件数が増加しております。上半期の取り組み

状況の上の表を見ていただきますと、総合労働相談件数が６，３２３件   

（２６％増）、法令違反を伴わない解雇やいじめ・嫌がらせといった民事上の

個別労働紛争が１，４６７件（４０％増）と急増しております。 
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これを受けて、あっせん件数は８０件（２７％増）と急増しております。こ

のため的確な相談対応はもちろんですが、件数が増えておりますから迅速なあ

っせん処理が一つの課題だと思っております。一方、助言・指導は１３％減と

なっております。この助言・指導という手法は、労働局から紛争当事者に声を

かけて話し合いの環境づくりを促すアプローチで、自主的解決という意味では

大変有効な手法であると思っています。下半期に向けてはもっと積極的に取り

組んで、この段階で自主的な解決を促進していきたいと思っております。 

      後ろのページは説明を省略させていただきますが、資料№４－２中段の表に

統計的に処理した内訳が出ております。解雇、労働条件引き下げが大所となっ

ております。 

資料№４－２の次のページ、下段のグラフ３は、今の内訳の推移です。どれ

を見ても平成２1 年度は急増しておりますが、中でも解雇や整理解雇が急増し

ております。いじめ・嫌がらせについても明らかに平成１９年度以降増加傾向

にあります。 

資料№４－２の次のページは、助言・指導の内訳とあっせんの内訳です。特

にあっせんの内訳を見ていただきますと、解雇が圧倒的で５３％を占めており

ます。資料にはありませんが、助言・指導による解決率は大体５０％で、あっ

せんの解決率は約３０％です。現下の経済情勢が大変厳しい中で、本制度に対

する行政ニーズはますます高まってきていることがはっきりわかっていますの

で、しっかりと運営していきたいと考えております。 

続いてリーフレット１０ページ６の労働保険制度の適正な運営です。本日は、

未手続事業一掃対策と、労働保険料・一般拠出金の適正徴収の２点について取

り組み状況をご説明します。 

まず未手続事業の一掃対策ですが、資料№４－３をご覧ください。県内の労

働保険適用事業場は約４万件あります。うち労働局では大体２，０００件の未

手続事業を把握しております。毎年加入勧奨の文書を送付し、それでも加入し

ないところは直接訪問するなどして労働保険に入っていただいておりますが、

未手続事業の全数が把握できているわけではありませんし、既に把握している

未手続事業を全部加入させることも現実には厳しい状況です。しかしながら、

労働保険制度の公平性を確保する観点から、職権で成立手続を行って保険料を

決定するという強行手段も含めて、もともとこの未手続事業は労働保険事務組

合連合会と連携してやっておりますので、そこと効率的にどうやって取り組ん

でいくかということをもっと考えて取り組んでいきたいと思っております。特

に１１月は適用促進月間で、広報や事業場訪問に集中的に取り組む月間として

おります。この取り組みを通じて下半期には成立数を増やしていきたいと思っ

ております。 

適正徴収についてですが、資料№４－４をご覧ください。８月末までの保険

料の収納状況を取りまとめております。所掌１は監督署で扱っているもの、所

掌３は安定所で扱っているもの、所掌１＋所掌３は合計を扱っておりますので

これを見ていただきたいと思います。平成２１年８月末と平成２０年８月末の
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保険料徴収決定額を見ますと、随分落ち込んでおります。これは年度更新の時

期が昨年と比べて１カ月遅れたので落ち込んでいるものです。とはいうものの、

経済情勢が悪化しておりますので、最終的な収納決定額自体も相当落ち込むの

ではないかと予想しているところです。 

このような状況の中で、労働局では当然滞納事業場からの徴収にも力を入れ

ているわけですが、現場で回っている職員の感触を聞くと、経済情勢の悪化を

受けて、建設、運輸、電気機械の部品メーカーを中心に滞納事業場が増えて、

職員が対応し切れない状況が出てきています。このような状況ですが、徴収に

ついても、未手続事業一掃と同じく、公平性の確保をきっちり図っていかなけ

ればなりませんので、下半期においては一層効率的な徴収を行っていきたいと

考えております。以上２点を説明させていただきました。 

 

中尾会長  今日用意していただいた労働行政の推進状況について、一通り説明いただき

ました。今の説明について委員の皆さんと議論させていただきたいと思います。 

 

板橋委員  ３つほどお聞きします。１つ目は、資料№１－５の職業訓練と生活保障の問

題です。簡単にいえば、失業手当が切れた後、その先のセーフティネットがな

いということでこの制度ができたわけです。４月ぐらいから適用されましたが、

基本的にはこれが恒久的な制度として制度設計できるように連合は願ってい

ます。どの程度利用されているのか、利用状況を確認したいと思います。 

       ２つ目は、中尾会長から「雇用創出」という言葉がありました。有効求人倍

率が本県は比較的よかったわけですが、（現在は）全国を相当下回っている状

況です。求人開拓推進員を２５人配置した等いろいろと努力されているようで

すが、なぜ全国より本県の有効求人倍率が下がっているのか、何かコメントが

あればお伺いしたい。 

       ３つ目は、派遣の問題です。派遣切りということが騒がれましたが、本県で

は労働局のいろいろなご指導があって、例の偽装請負問題から始まって２～３

年前からいろいろな取り組みをした結果、そういった問題はかなり解消された

と私は見ています。しかし一方で、企業もさすがにいろいろ考えて、派遣を請

負化して、３年を待たずして雇用ができるような状況に恐らく大手企業はして

いると思います。厳格な請負をやっているようですから、法的には問題ないと

思います。しかし、問題は労働条件です。（時給）８５０円とか９５０円とい

ったころに固まっているということで、労働条件がよくない。これは法的には

違反ではないので今の時点ではどうしようもないのですが、そういった問題意

識を持っているということが１つ。 

       もう一つは、特に企業名は言いませんが、派遣を契約社員に相当切りかえま

した。２年１１カ月の期限が間もなくまいります。いろいろ聞きますと、正社

員の試験は明らかに機会均等でやっているが、ほとんど入れないのが実態だと

聞いています。そういうことからいうと、２年１１カ月を過ぎた人たちは失業

ということになってしまいます。長期安定雇用の仕組みを真剣につくらないと、
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労働行政上非常に大きな問題で格差社会が固定化されると思います。今度政権

が代わりましたので恐らくいろいろな手が打たれると思いますが、今は合法的

に派遣を請負と契約社員で対処していますが、この問題は根の深いものだと思

います。３ページには「重点課題」というきれいな言葉が書いてありますが、

このことを真剣にやろうとすれば、今言った問題に切り込まないと格差問題の

解消にはならないと思っています。これは今日、明日結論ということにはなら

ないかもしれませんが、労働界としては、そこに格差解消という意味で大きな

問題意識を持っているということだけ申し上げます。 

 

中尾会長  ３点ありましたが、回答をお願いします。 

 

渡邉職業安定課長 職業訓練・生活保障の関係で、まず生活保障の関係についてお答えい

たします。資料№１－６をご覧願います。雇用対策の実施状況としてお示しし

ております。住宅・生活対策については、昨年１２月１５日～９月２５日まで、

雇用促進住宅の積極的な活用ということで、こちらへの相談件数は８４３件、

斡旋が２８４件です。 

生活保障については、就職安定資金融資事業ということで、８月末までで証

明書の発行件数が１５４件、そのほか給付金の支給をやっております。 

次に訓練の状況です。職業訓練期間中の生活保障について。栃木県の訓練の

計画・実施状況については、平成２０年度は全部で２，２５０名定員のところ、

受講者は全部で１，８４６人でした。今年度は、現在、雇用能力開発機構栃木

センターと栃木県の訓練コースを合わせて１５３コース、２，６１５名を年間

で予定しております。現在は合わせて５９２名の受講となっています。基金訓

練が７月から始まりました。８コース定員１５７名で、現在募集中のところが

ありますので確定しておりませんが、９月末現在で２１人が受講しています。 

続いて資料№１－５の２中小企業等における雇用創出として、①実習型雇

用・雇い入れの助成とあります。これは中小企業と雇用創出支援事業というこ

とでやっております。現在のところ、対象者２４６名を把握しジョブカードの

交付等をしていますが、実習型雇用の開始者は現在１２名です。年間目標は 

４７０件でまだ少ないのですが、今後、医療、福祉や介護等も含めてやってい

きたいと思います。②職場体験については、今、体験する企業を見つけている

ところですが、まだ実績はありません。 

 

生長労働基準部長 ３番目の派遣切りと請負の話ですが、派遣か請負かという部分で怪し

げな情報を受けますと、今、監督署ではその事業場にお邪魔して実態調査をし

ております。基準行政は実態で判断することにしておりますので、実態は同じ

で契約が違う場合にどちらをとるかは、権限的には安定行政のほうでやってい

ますのでそちらに伺いを立てて、はっきりした道筋をもってそれぞれの事業場

にお邪魔して、実態に合わせた契約をというお願いさせていただいているとこ

ろです。 
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渡邉職業安定課長 雇用保険がない方が訓練を受けた場合の生活保障については、現在、

相談件数が２６２件、実際に生活保障を受け付けている件数は６１件です。 

       有効求人倍率がなぜ下がったかということについては、既にご承知と思いま

すが、栃木県においては製造業のウエートが非常に大きい。中でも輸送用機器

や電気関係など輸出産業が多いということで、栃木県においては昨年の経済危

機から輸出産業の受けたダメージが非常に大きく、今まで全国上位だった求人

倍率がその影響をまともに受けて一気に大きく低下したと思っています。その

意味では、製造業が集積している地域での影響だと思っています。 

 

板橋委員  わかりました。１点要望です。先ほど言いました職業訓練、生活保障の問題

は、失業手当が切れた人はその次は生活保護しかなかったわけです。中抜けが

非常に問題で派遣村ということで大騒ぎになったわけです。これは３年間とい

う時限立法ですが、これから失業率が６％まで行くという話もありますから、

そこのところの運用、活用の仕方、ＰＲの仕方をぜひ強めて、本当に困った人

を救う労働行政を心がけていただきたいと、強く要望しておきます。 

 

中尾会長  板橋委員から、最後は要望ということでした。 

 

加部委員  まず、インフルエンザ対策です。連合内では大手企業は組合や会社側と取り

交わし事項をつくって対策をとっていますし、各企業それぞれがやっていると

思います。ただ、話を聞いてみますと、中小企業では、企業内でもほとんどま

だ対策が決まっていないというところもあります。これについては、マニュア

ルとして局のほうでちらしやパンフレットもつくっておりますが、行政が中心

になって、中小企業に対してぜひ再度徹底していただければと思います。 

       もう一つは先ほどの労働紛争の関係です。あっせん申請件数はかなり増えて

います。ただ、あっせんの中で私が問題かなと思っているのは、当事者が参加

しないケースがかなりあります。当事者参加率は３９％と聞いています。あっ

せんには参加の法的縛りがないという面もあるのかもしれませんが、こういう

問題は当事者が同じ土俵で話し合わないとなかなか解決できない部分がある

と思います。参加率３９％というのはおかしいと思っておりますので、ぜひひ

とつよろしくお願いします。 

       それから、これは私事になりますが、ある高校に行って学校の先生と話をい

たしました。就職の関係でいくと、今までは学校側である程度就職をあっせん

することができたが、今年に関しては申し訳ないけれど父兄個人で対応してく

ださいということで、それだけ高卒者の就職先がないという話を受けています。

これは局一つではどうにもならない問題だと思いますが、雇用の創出、特に若

い人がこういう状況であるということをとらえていただければと思っていま

す。 

高齢者の雇用推進という形で７０歳までの雇用ということがあり、私もその

委員になっています。ある企業で話を聞くと、キャパシティとしての従業員人
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数は決まっている。高齢者が今までは６０歳までだったのが６５歳、７０歳ま

でとなると、人数的に制限が出てきて、どうしても若い人を採れないのだとい

うことでした。若い人の芽をつまないように、そういうことがないようにお願

いしたいと思います。 

もう一つはワークライフバランスです。私もこの会議の委員になっています

が、ワークライフバランスの実現に向けては、一企業・一団体だけではどうし

ても対応できないと思います。例えば企業間で託児所をつくるとか、ぜひ横の

連携をお願いしたい。そういうところまで広げていかないとなかなか推進でき

ないと思います。今後の委員会でも話をさせていただきたいと思っております

が、これについても協力していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

生長労働基準部長 まずインフルエンザの関係ですが、パンフレット等は５月につくりま

した。６月の梅雨の時期になると多分落ち着くという話をいたしておりますが、

最近また出てきたということです。５月のころからパンフレット等であちこち

で説明会等を開いて周知しておりますが、これから本番かと思いますと、大企

業だけではなく中小企業にもその点を周知広報していきたいと考えておりま

す。 

 

絹谷雇用均等室長 託児施設の関係です。今年度から労働局で事業所内保育施設設置・運

営等助成金の支給を開始しました。これは一企業でも結構ですし、共同事業主

も対象としております。細かな助成金額は覚えていませんが、内容としては、

建設等であれば設置費・増改築費、運営費は１０年間、保育遊具等購入費も５

年間に１度支給できるようになっています。これもＰＲしておりますので、ご

活用いただければと思っております。 

 

常盤総務部長 あっせんについてご意見をいただきありがとうございました。確かに参加

率については９月末で約３９％と、私たちも大変問題意識を持って取り組んで

おります。ただ、制度上、なかなか参加してもらえない方に強制できないとい

うことはありますが、これに参加したほうがメリットがあるということも交え

ながら、問題意識を持って参加勧奨に努めているところです。よろしくお願い

いたします。 

 

澤田職業安定部長 新卒者の関係です。大変厳しい中で、ハローワークで何ができるかと

いうことですが、数年前より、求人と学校の間を取り持つ高卒ジョブサポータ

ーという相談員を配置しております。こちらの者を今まで以上に活用していく。

また、緊急に１０月２０日に県の教育部門及び関係機関合同で会議を開き、現

状の問題意識を確認したり、今後の支援策については企業の開拓がメインにな

ると思いますが、そういったことを考えているところでございます。 

 

植木職業対策課長 高齢者を担当しております植木と申します。高齢者については、今年
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６３歳ということでやっておりまして、来年からは６４歳になります。これは

本省からの方針でやっています。学卒者とは非常に難しい面がありますが、一

つの方向として、来年度は６４歳の確保措置ということで努めていきたいと思

っております。 

 

中尾会長  ４番目のワークライフバランスについてもお願いします。 

 

加部委員  これはいいです。今はそういうことで、個々では難しいということです。 

 

中尾会長  ほかにありますか。 

 

鍋島委員  今日の話を伺っていましたが、自殺者の順位は自営業、無職、主婦という形

で言われていました。なるほどと皆さんも感じたと思います。この景気の悪さ、

若い人たちの職がない、一旦離職すると次の職場がないのです。失業対策に関

して例えばどういうことが起きているか。私たちが実際に中小企業を見ている

と、労働者側から自己都合退職で退職願が出ているにもかかわらず、会社都合

の解雇にしてくださいというお願いが現実に非常に出てきます。実際とは違う

ので離職票を書くことはできませんとお話しするのですが、自己都合退職の場

合は３カ月間の給付制限があり、その間の生活がもうできないのです。今の状

況を見ていると、一旦離職してしまうと永久に無職になる可能性が非常に高く、

ここの不安がものすごく大きいのだと思います。 

       失業対策の中で、ほとんどの方は失業給付が３カ月とか６カ月ですが、これ

を次の職が見つかるまでもうちょっと政府として延ばせないでしょうか。一旦

職を辞めても、１年ぐらい失業給付が手厚く出るという形があれば、１年後に

は景気も変わって職も出てくるのではないかと思います。３カ月とか６カ月で

本当に就職先が見つかるのだろうかという不安がものすごくあると思います。

３カ月経っても職が見つからないということで、自殺などに追い込まれていっ

ているのではないかと思います。今回、政府がかわったことで、失業対策の３

カ月、６カ月をヨーロッパのように１年ぐらい職探しできるようにする。ある

いはそこで教育訓練を１年ぐらいやっていく。そうする間に、社会情勢も変わ

って就職につなげる。 

子ども手当ても必要ですが、職のない人たちを育てることが、日本の中で一

番大事だと思います。若い人たちが大学を出ても、ちゃんとした技術があって

も就職できない。これでは親も子供も欝になってしまいます。この辺を日本の

政治はわかっているのか。今の状況で、３カ月で職を探せといっても無理です。

１年ぐらい失業給付をいただけてその間に技術を取得するとか、離職者が次の

職場を探すまでちょっと時間がほしいだろうと思います。どうもこの辺が政府

のほうとうまくいかない。 

見ていると、本当に悲惨という感じです。若い人たちの欝も増えているし、

若い人たちが、一旦離職したら職がない、ニートになるしかないと言っていま
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す。これでは男性も結婚につながらない。自分の職が危ういですから、結婚し

て子供を産むことは非常に不安です。男性の方に付き合っている人がいて、「結

婚しないの」と言っても、「結婚の申し込み自体が不安でできないし、自分一

人なら何とかなるけれど、家族を持つことにつながらない」と言います。これ

が少子化につながっていく。そういう現状を見ています。 

もう一つは、育児・介護の件です。育児に対して経営者側からの不利益取り

扱いが幾つか出ています。皆さんどれくらいご存知かわかりませんが、経営者

も不利益を被っています。育児休業をとって、育児休業中は３０％、復帰して

６カ月後は２０％、育児休業に対する給付があります。来年からは、育児休業

中のみ５０％の支給となる方向です。企業側の不利益というのは、育児休業を

とっても、退職して戻ってきてくれないことです。一事業所でこの前３人これ

が出ました。この制度について、労働者側は「とらなきゃ損」という考えにな

ってしまっている。その間は派遣などで補っているわけですね。私が育児休業

をとる人のカウンセリングをしますと、おなかが大きい、出産して保育園や身

内に預けますというのですが、実際に赤ちゃんが生まれると、赤ちゃんという

のは一個の人で物ではないので、見ている間にいろいろな病気をしたりすると

もう戻れない。ほとんどの事業所で戻っていただけないということです。これ

は非常に悪いことですが、戻ってきていただけるように念書や誓約書をとって

いいですかという話になる。現場を見ると経営者側も不利益を被っている。 

今度、給付金が５０％になります。給料２０万円の女性は、休んでいる間も

１０万円出るということになると、それをもらい終わったら出てきてくれない

だろうと私は思います。経営者側も「戻ってきていただけないなら、早く戻っ

てきていただけないということを伝えてくれ、そうすればこちらも人を採用し

ます。その間、仕事がどうにもならない」と言っています。とらなきゃ損とい

う意識になっていて、みんながとっている。今、「ママさんクラブ」や「ひよ

こクラブ」という雑誌を見ると、「とらなきゃ損」という言葉を使っています。

現場ではこれが悪用されている現状があります。これを上の制度をつくる方が

きちんと理解されているのかどうか。本人たちからも不利益だといわれている

問題は出るのでしょうが、経営者も不利益を被っています。 

 

安藤労働局長 失業給付は３カ月では難しいということです。すぐにどうということは非

常に難しいかと思いますが、現在、緊急人材育成基金で訓練中の生活保障をや

っています。これについてはぜひ、周知して利用促進を図っていきたいと考え

ております。また、これは３年間の時限的なものです。これについては先日、

全国会議の席で長妻厚生労働大臣が「平成２３年度からは恒久的なものにした

い」とおっしゃっておりますので、その様子を見守りたいと思います。 

       また、本日の会議のご要望については、本省に伝えたいと思っております。 

 

絹谷雇用均等室長 不利益について、女性労働者が増える一方で事業主さんも困っている

という話ですが、もともと育児休業は仕事を継続するための制度で、育児しな
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がら働ける環境をつくるということでできたものです。今の、とらなきゃ損だ

という話は、戻るつもりだったけど子供が病気で戻れなかったとか、預け先が

見つからずどうしても辞めざるを得ないという方もいらっしゃると思います。

とるだけとって辞めちゃおうという悪質な方はそう多くないと思います。 

      こちらでは、１００人以下の事業場に対して、１８年度以降初めて育児休業

取得者が出た場合には中小企業子育て支援助成金を出しています。とった方た

ちが半年後に復職したかどうかという調査も行っていますが、今年度支給した

事業場では、１００％復帰という状況でした。事業場に行ったときに時々、「戻

ってこない方が多くて困るんです」という話は聞いておりますが、そこは認識

不足だったと思います。それについて念書や誓約書をとることは、不本意なが

ら仕事を辞めざるを得ない方もいらっしゃるので、誓約書をとるのではなく口

頭なりで復職後はどんなところに預けるのかなどときちんと聞くことで、とら

なきゃ損という方は減るのではないかと思います。労働者にもそういった話は

きちんとさせていただきたいと思います。 

 

青木義明委員 まず、労働局の課題３点については私たち連合も全くイコールで、ぜひこ

れからも具体的な取り組みを進めていただければと思っております。 

       先ほど鍋島委員からもあった雇用創出の関係です。７月末に内閣府が「経済

財政白書」を発表しています。論点は３つありますが、その中の１点目に「企

業内失業」ということが書いてあります。全産業で今、６０７万人です。我々

働く者を取り巻く状況も大変厳しいですが、企業も大変厳しい状況で、人も設

備も過剰気味なのだろうと思います。その中で、先ほど局長から９月３０日に

経営５団体に知事と要請に行かれたという話がありました。雇用の創出につい

て連合本部も政府に要請しておりますが、連合栃木も県に、環境対策も含めて

３万人の雇用創出を要請しているところであります。このように、皆さん現状

の認識は一致しているものの、なかなか雇用創出について結果が出ない。大変

難しいのは承知しておりますが、今どんな動きをされているのか、県、労働局

でわかる範囲でお願いします。 

      若者については、以前も就職氷河期がありましたし、これから来年に向けて

就職できない若者が出るということは、日本の社会そのものが崩れかけていく

大変危機的な状況にあると思っております。グローバルに景気がどっとよくな

ってものをどんどん作れるようになれば余り心配ないですが、どうもそうなり

そうにもないですから、内需拡大を考えなければならないと思います。そのよ

うな中において、雇用創出に向けてどのような動きがあるのかお聞かせ願いま

す。我々労働組合としてできることがあれば、もちろんそれはしっかりとやっ

ていかなければならないという前提でお聞きしたいと思います。 

 

澤田職業安定部長 大きな課題で、求人開拓がまず第一だと思っております。また、雇用

創出ということでは、県が行っている基金事業、労働局としても、内容につい

て相談を受けているところであります。とはいっても、現実的には、各企業で
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は採用がなかなか難しいということは聞いております。求人開拓を第一に進め

ながらも、なかなか見つからない者に対しては資料№１－５にある緊急人材育

成・就職支援基金の職業訓練や企業における雇用創出を進めています。また、

訓練を受けながらの生活保障も推進しているところであります。 

 

青木勲委員 ５団体に局のほうから話がありましたが、経営者協会に聞きますと、採用し

てやりたい、かわいそうだということはみんなわかっていますが、その人の余

分な賃金を払えない、仕事がないというのが実態で雇用ができない。最終的に

は、要望書が出されても、今すぐに「はい、わかりました」という企業は少な

いと言われています。３００企業の方たちにもお願いしていますが、「そうは

いってもなかなかできませんよ」というのが実態です。内需拡大に努めないと

雇用も出てこない。そのバランスがうまくいけばうまくいくのでしょうが、実

態は、かわいそうだということで採用すると企業が潰れてしまうということで、

ちょっと時間を待たなければならないのではないかと思っています。 

 

中尾会長  今のは息の長い問題で、雇用創出は、従来だと新産業でも出てくれば出てく

ると思います。ただ、今言われているようなご時勢では、介護や福祉の人材は

足りないというけれど、実際にはそちらに雇用吸収力が思うようにない。日本

全国で業種によるミスマッチが起こっていると思います。栃木県内では介護施

設などが少しずつ増えているとか、沖縄県ではＩＴ業種が今伸びていると言わ

れますが、栃木県内でＩＴ企業がどれくらい芽生えつつあるのか、ここで意見

交換でもできればいいと思いますが、ご存じの方はいらっしゃいませんか。 

 

鍋島委員  介護事業ということですが、私もお客さんの中に１００人ぐらいの介護事業

の方が何件かあります。今、失業者の皆さんを介護にということですが、非常

にこれは難しいと思います。なぜかというと、介護の実態を見ると食事の世話、

歯磨き、排便の世話ですから、介護を命がけでやってくれる人でないと続かな

いのです。ある介護施設では、離職者が３年サイクルで辞めていくそうです。

介護の資格を持っている人は市場にたくさんいますが、でも戻ってこないので

す。失業者を介護施設にと言われても、介護を命がけでやりたいという人でな

いと。私が現場を見た限りでは、だれでもできる仕事ではない。排泄の世話、

徘徊している人たちのお世話、個人のサービスです。一生懸命やっていても家

族の方から苦情はたくさん出ています。賃金が低いということも問題として上

がっています。今、求人募集が出ているのは介護施設だろうと思います。入る、

辞める、入る、辞めるで、退職者が確実に出ていますので募集は出しています

が、来ても長続きしないという現状です。たとえ給料が５万や１０万上がって

も、その職種に向く方でないとなかなか続かない。建設業の方は介護に行って

くださいといっても、私は現場を見て無理だと思っています。介護に当たって

くれるような人を教育・訓練していく必要があると思います。 
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中尾会長  ありがとうございました。 

 

山口委員  ２つ質問がありますが、その前に介護について付け加えます。勤務体系も早

番・遅番・夜勤がすさまじい勢いできますから、みんな潰れていきます。私の

身近なところにいる女性が介護福祉士として勤めて５年間で潰れてしまった。

潰れるというのは心身喪失してしまうということです。後ろを振り返ったら自

分より後に入った人は誰一人残っていなかったというほどすさまじいところ

です。あの状況を変えなければ、誰も行きません。辞めた人たちは潰れてしま

っているので声を上げませんが、その身近にいる人が「ほんと、介護には行く

ものじゃないわよ」ということを本当に悲しい思いで伝えて、それが蔓延して

いるのです。 

       ２つ質問があります。１つは雇用均等室の関係で均等室長にお聞きします。

セクシュアルハラスメント防止に関する取り組みは大変難しい。つまり、相変

わらず相談件数が一番多いわけです。セクシュアルハラスメントの中身は、比

較的軽微なものから、裁判まで行く非常に重いものまで幅広くあります。均等

室でもさまざまな手立てを講じて、事業主に対する研修をやってくださってい

ることも承知していますが、この件はどう対処していけばよろしいのでしょう

か。というのは、本当に軽微だと客観的に思うものであっても、現にセクシュ

アルハラスメントの問題を抱えて働いている人は本当につらくて大変で、働く

意欲は喪失していくし、場合によってはその職場を辞めざるを得ないところま

でいってしまうわけです。均等室に相談に来るのは氷山の一角で、その下にい

っぱいある。今、審議会では、仕事がないという話題になってしまいますが、

この問題はとても大きな問題としてあると思います。どうしたものかと思って

いる一人です。 

 

絹谷雇用均等室長 当室に働いている方からセクシュアルハラスメントを受けたという

相談があれば、まず会社の人事なりに相談してくださいという話はさせてもら

います。一方、企業の中で対策がとられていないところが多いのも現実ですの

で、機会あるごとに、企業の方にもちゃんと対策をしてくださいねとお話しす

るしかない。本当にこれは難しい問題です。紛争で今１件解決していないとい

うのは、社長がセクハラをしたもので、それが一番対応として難しいと思って

います。社長さんの周りの方に対応してもらわないと解決しないと感じていま

す。日々これからも努力していきますとお話しするしかありません。よろしく

お願いいたします。 

 

山口委員  大変でしょうけれども、よろしくお願いします。事業主の責務であるという

ことを、私も常々かかわっているところでは言っています。つまり、何か問題

があったときに、その人を採用している事業主の責務で、場合によっては裁判

まで行くケースも数多くありますと話すことはしています。そういった話があ

ったときに、それを受けとめる側も、これをきちんと丁寧に受けとめていくこ



 - 24 -

とがとても大切だと思っています。 

       もう１点質問です。先ほど、自殺をする人の話が鍋島委員からも出ました。

自殺者が非常に増えている中で、精神疾患の労災認定数が非常に少ない、申請

する人の数がとても少ないことがいつも気になっています。精神障害で労災を

申し出る人は平成２０年には８人でした。自殺する人がイコール精神疾患、鬱

病であるというそんな単純なものではないことは十分わかっていますが、自殺

に追い込まれる人たちの背景として、苦しい状況がずっと続くことによって欝

的症状が続き、精神科にずっと通って服薬しながら、それでもふとした拍子に

飛び込んでしまうケースも身近にあります。自殺まで追い込まれないと精神障

害と認定されない。また、申請にも高いハードルがあり、なかなか申請に至ら

ないのかなと思いますが、このあたりを説明していただけますか。 

 

生長労働基準部長 今の自殺の話と先ほどの介護の話をまとめてさせていただきます。介

護のほうですが、今年４月から介護報酬３％増額が実施されることになってい

ます。それによって経営環境の改善と今後の雇用創出が期待されています。そ

れにあわせて労働条件の関係も少しはよくなるだろうと。これまでのことがあ

りますので、最低の労働条件をどう確保していくかという動きとして、私のほ

うでは、夏ごろに訪問介護や施設介護をされている方々にお集まりいただいて、

いろいろな説明をいたしております。これからの予定は、本省から自主点検の

表が全国に配られますので、それを活用してそれぞれの事業場の方に自主点検

していただき、労働条件の改善につなげていただければと考えております。そ

の後はまた作戦を練っていこうと思っています。 

      自殺の関係ですが、昨今、自殺者数のわりには労災の請求が少ないというこ

とが国会等でも出されております。今年からは、そのあたりのＰＲをしていこ

うということです。私のほうでは、パンフレット等で精神科の先生に自殺の認

定基準をご理解いただこうという動きをしております。同時に、精神科に労災

指定医の制度がありますが、労災指定医になっている方が非常に少ない。そこ

で、労災指定医になっていただこうと医師会等にも働きかけています。労災指

定医になっていただくということは、労災にもかなり関心を持って、いろいろ

な患者さんが来られてお話を聞いて、かなり仕事要因が多いと思われたらその

話に進めていただく、そういう動きを今しています。 

       メンタルヘルスとセットになると思いますが、今、局署幹部でいろいろな事

業場を回っています。いろいろとお聞きしますと、メンタルヘルスのために、

中間管理職の方に気づきと自分の部下に対してのカウンセリング技術を身に

付けるように教育・訓練をしている会社がかなりあります。早めに見つけて早

めに対処していただくことに力を入れる動きが広がりつつあります。そういっ

たものがまだ足りない事業場に対して、その話もさせていただこうと考えてお

ります。鬱病の病態が一番深刻なときにはそうでもないのですが、治りかけの

ときに心神喪失状態でふと自殺される方が多いわけです。そうならないように、

企業でもそういう仕組みをつくっていただくと同時に、医療機関でも患者さん
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の中から拾い上げていただくようにお願いしているところであります。 

 

中尾会長  ご発言もおありと思いますが、ちょうどいい時間かと思います。このあたり

で本日の審議会は終わりとさせていただいてよろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

中尾会長  それでは、平成２１年度第１回地方労働審議会は以上で閉会いたします。ど

うもありがとうございました。 

 

 

 

 

 

                                    

 

 

                                    

 

 

                                    

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 


